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日本福祉大学健康社会研究センター（愛知県名古屋市、センター長：斉藤雅茂）は、社会福祉法人滋賀県社会

福祉協議会より、生活福祉資金特例貸付金を借り受けた約 1.9 万人を対象にした借受人に関する調査および評価

研究事業を３年間にわたって受託しました。 

生活福祉資金特例貸付制度は、新型コロナウイルス感染症の影響により休業あるいは失業された、非正規の方や

個人事業主の方をはじめ、生活に困窮された方のセーフティネットの強化を目的とした制度です。全国で貸付件数は

約 334 万件、総額は約 1.4 兆円にものぼります。２０２３（令和 5）年１月より、償還（返済）が開始していますが、本

制度によってどのような生活上の課題に対応できたのか、借受人は現在どのような生活をされているのかはいまだ

十分に明らかになっていません。 

 

今回の研究事業では、滋賀県社会福祉協議会との協働により、借受人の方々への質問紙調査およびその後の追

跡調査を実施することで、本制度の意義と課題を確認し、今後の生活福祉資金貸付制度のあり方を検討する基礎

資料を提供することを目的としています。 

 

【受託内容】 

（１） 特例貸付利用者への質問紙調査等の設計・実施・分析に対する指導・助言 

（２） 特例貸付利用者への調査結果のデータ入力 

（３） 特例貸付利用者への調査データの集計および統計解析・考察 

（４） 調査結果・考察等にかかるレポートの作成 
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発信枚数 本状含め１枚 

滋賀県社会福祉協議会より生活福祉資金特例貸付 

借受人に関する調査･評価事業を受託  

【発信元・問い合わせ先】日本福祉大学 学園広報室 

知多郡美浜町奥田字会下前 35-6 電話：0569-87-2212 

※取材および撮影をご希望の場合は、事前に上記問い合わせ先までご連絡ください。 

 

 

 


